
本章では、商店街の現状や地域住民が抱える消費活動上の課題を明らかにし、商店
街・中心市街地等の活性化や地域住民にとって必要な生活インフラ機能の維持に向け、
小規模事業者が果たすべき役割について考察する。

	第1節	 商店街の現状と課題
本節では、商店街の抱える現状と課題につい

て、ランドブレイン（株）が「商店街実態調査」
において実施した商店街を対象としたアンケート
調査 1（以下、「商店街実態調査」という。）を基

に見ていく。さらに、商店街・中心市街地等の活
性化に向けて必要な取組について、事例も交えな
がら考察する。

1 	 商店街の現状と課題

①商店街の現状
第 2-2-1 図は、商店街の現状の景況について、

所在市区町村の人口密度区分別に見たものであ
る。全ての区分において、「衰退している」と回

答した商店街の割合が最も高く、また、人口密度
が低い地域ほど「衰退している」と回答した商店
街の割合が高いことが分かる。

第 2-2-1 図 人口密度区分別に見た、商店街の現状の景況

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n＝170、区分２：n＝473、区分３：n＝687、区分４：n＝2,488。
3.既に解散したものと、連合会組織は除いている。
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	 1	 ランドブレイン（株）「商店街実態調査」
	 	 ・�ランドブレイン（株）が2018年10月に、都道府県及び都道府県商店街振興組合連合会が所有する商店街名簿に記載がある商店街を対象にアンケート調査を

実施。（回収4,240件、回収率35.1%）
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第 2-2-2 図は、直近3年間の来街者数の変化を、
人口密度区分別に見たものであるが、全ての区分
において、半数以上の商店街が「減った」と回答

している。さらに、人口密度が低い地域ほど、こ
の傾向が強くなっていることが分かる。

第 2-2-2 図 人口密度区分別に見た、直近３年間の来街者数の変化

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n＝168、区分２：n＝450、区分３：n＝660、区分４：n＝2,370。
3.既に解散したものと、連合会組織は除いている。
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第 2-2-3 図は、業種別の直近3年間の店舗数の
変化を、人口密度区分別に見たものである。「飲
食店」、「サービス店」では、人口密度が低い地域
の商店街ほど店舗が減少している。一方、「買回
り品 2小売店（百貨店、大型ディスカウント店
等）」、「買回り品小売店（衣料品、身の回り品店

等）」、「最寄品 3小売店」では、人口密度が二番
目に低い「区分2」において、店舗数が減少して
いる割合が最も高くなっている。この理由とし
て、「区分1」では、これらの店舗数が既に少な
くなっており、その結果、新たに減少した割合が
「区分2」に比べて低いことが推察される。

第 2-2-3 図 業種別に見た、最近３年間の店舗数の変化

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n＝170、区分２：n＝473、区分３：n＝687、区分４：n＝2,488。
3.既に解散したものと、連合会組織は除いている。
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業種別に⾒た、最近３年間の店舗数の変化

	 2	 消費者が２つ以上の店を回って比べて購入する商品。ファッション関連、家具、家電など。
	 3	 消費者が頻繁に手軽にほとんど比較しないで購入する物品。食品や家庭雑貨など。
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②空き店舗問題
商店街の店舗数の減少は、空き店舗問題として
顕在化している。

第 2-2-4 図①は、人口密度区分別に、空き店舗
の有無を見たものであるが、全ての区分におい
て、7割以上の商店街で「空き店舗がある」とい

う状況になっている。
さらに、第 2-2-4 図②は、人口密度区分別に、
今後の空き店舗数の見込みについて見たものであ
るが、人口密度の低い地域の商店街ほど、空き店
舗数の増加が見込まれていることが分かる。

第 2-2-4 図 人口密度区分別に見た、空き店舗の状況

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.①について、各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n＝157、区分２：n＝441、区分３：n＝641、区分４：n＝2,258。
3.②について、各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n=131、区分２：n＝358、区分３：n＝529、区分４：n＝1,536。
4.既に解散したものと、連合会組織は除いている。
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第 2-2-5 図①は、各商店街が、空き店舗の地権
者の状況についてどの程度把握しているかを見た
ものであり、約2割の商店街では、地権者の状況
を30％未満しか把握できていないことが分かる。

第 2-2-5 図②では、各商店街において、空き店
舗の地権者で賃貸等の意思がないものがどの程度
あるか見た。約2割の商店街では、賃貸等の意思

がない空き店舗地権者が80％以上となっている
ことが分かる。
このように、空き店舗については、商店街が地

権者の状況をそもそも把握できていない状況や、
地権者に賃貸等の意思がない状況が一定程度存在
しており、商店街の新陳代謝を進める上での大き
な課題となっていることが示唆される。

第 2-2-5 図 空き店舗の地権者についての状況

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.①の回答数（n）は、n＝2,468。
2.②の回答数（n）は、n=2,396。
3.既に解散したものと、連合会組織は除いている。
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第 2-2-6 図は、商店街が空き店舗対策として
行っている、又は、行ってみたい取組について見
たものであるが、「特に関与していない」が

57.6％を占めており、商店街として、空き店舗問
題について十分な対策が検討・実行されていない
実態が分かる。

第 2-2-6 図 空き店舗対策として行っている、又は、行ってみたい取組
空き店舗対策として⾏っている、⼜は、⾏ってみたい取組

第 2-2-7 図は、空き店舗が解体・撤去された土
地のその後の利用状況を見たものである。これを
見ると、「空き地のまま」が最も多く40.6％、次
いで「駐車場」が37.8％、「住宅」が29.1％となっ
ていることが分かる。

空き店舗対策が十分になされなかった結果、そ
の跡地が空き地のまま放置されたり、店舗やオ
フィス以外の住宅としての利用に変わってしまっ
たりすることで、商店街の衰退に拍車がかかるこ
とが懸念される。

第 2-2-7 図 空き店舗が解体・撤去された土地のその後の利用状況

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.回答数（n）は、n=2,512。
2.複数回答のため、合計は必ずしも100％にはならない。
3.既に解散したものと、連合会組織は除いている。
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第 2-2-8 図は、空き店舗対策に必要な行政の支
援について見たものである。これを見ると、「一
時的な穴埋めではなく、『まちづくり』計画の立
案情報の提供」と回答する商店街が、「家賃補助、
改装補助などの支援措置」、「新規出店者等の誘
致」との回答を上回って最も多くなっている。個

別店舗ごとの対策ではなく、各市区町村の「まち
づくり」の計画の中に商店街をどう位置付ける
か、という総合的な視点が重要であることが示唆
される。

事例 2-2-1は、自治体や商工団体と連携してま
ちづくりを行う商店街の事例である。

第 2-2-8 図 空き店舗対策に必要な行政の支援
空き店舗対策に必要な⾏政の⽀援
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静岡県三島市の大通り商店街は、三嶋大社から三
島広小路駅を結ぶ大通りに面する3つの商店会で組
織され、現在も100を超える商店が集積しており、
地域住民が利用する日用品店から観光客も利用する
飲食・物販店まで多様な店舗がある。
大通り商店街は三島市が策定した「三島市商工業

戦略アクションプラン」（平成27年8月策定）の策
定作業に参画し、商業分野の方針決定に深く関わっ
た。同商店街の商店主たちは、大型商業施設の近隣
への出店やECの台頭などによる若い世代・子育て
世代の来街機会の減少を以前から肌で感じてはいた
が、プランの策定のために市が行った調査で地域住
民の商店街離れが明白になった。これを受け、2015
年に、市と商店街が一体となり、「『みしまぐらし』
の品格を高め、伝える店づくり」を目標に掲げ、①
空き店舗対策、②店舗の差別化、③新しいまちづく
り、④観光交流を広げるおもてなし、の四つの取組
を実施した。
①空き店舗対策については、三島市では、指定し

た地域（同商店街も含まれている）で3か月以上空
いている1階店舗への出店者に対し家賃12か月分
（上限100万円）と改装費半額（上限150万円）を補
助する制度を設けているため、こうした施策のPR
を積極的に行うことや、空き店舗情報のタイムリー
な発信に取り組んだ。
②店舗の差別化では、商店街独自の発案で「ゆで

らっかせいプロジェクト」を実施している。これ
は、ゆで落花生が「殻を破らず中身を柔らかく」し
たものであることにちなんだ、「本業に捕らわれず
に柔軟な発想で利用者に良い商品を紹介する」企画

である。本プロジェクトをきっかけに、商店街に不
足している商品や新商品などを各店舗が積極的に販
売する取組が進んだことで、買物客の利便性も高
まっているという。
③新しいまちづくりでは、市が推進する「ガーデ
ンシティみしま」事業に賛同し、商店主が、花飾り
設置の手伝いや花壇の手入れを行うなど、継続的に
まちづくりをしていくための取組に協力している。
④観光交流を広げるおもてなしでは、観光客が、
買物をしなくても気軽にお店に訪れられるよう、
「ひやかし歓迎商店街」といったキャッチコピーで、
商店街のPR活動を推進している。また、同商店街
の701mの通りを歩行者天国にしたイベントも年3
回行っており、地域住民から観光客まで多くの人々
が来街している。
こうした様々な対策により、毎年実施している通
行量調査で同商店街の休日の通行量は、平成27年
の14,533人から令和元年の15,965人に約10％増加し
ている。空き店舗も、多くの出店者により一時的に
なくなるまでになった。空き店舗の減少や新しいま
ちづくりは景観形成にも大きく影響し、来街者から
「きれいな街」という声を多く聞くようになった。
2017年には「県景観賞・最優秀賞」も受賞した。
本町小中島商栄会会長の佐野正典氏は、「空き店
舗対策やガーデンシティみしまなど、事業の多くは
三島市や三島商工会議所などのバックアップがあっ
たからこそ取り組めているもの。引き続き、地域全
体で連携して商店街の活性化に取り組みたい。若手
が商店街活動に積極的に関与できるよう、今後も開
けた商店街であるようにしたい。」と語る。

花飾りと景観 イベント開催時の賑わい

事例2-2-1：大通り商店街

「市や商工会議所と連携し、まちづくりに取り組む商店街」

事　例
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2 	 商店街の運営

第 2-2-9 図は、人口密度区分別に、商店街の組
合員同士の連携・協力状況を見たものである。こ
れを見ると、どの区分においても、「良好である」、

「どちらかと言えば良好である」と回答する商店
街が8割以上を占めていることが分かる。

第 2-2-9 図 人口密度区分別に見た、商店街の組合員同士の連携・協力状況

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n＝167、区分２：n＝458、区分３：n＝667、区分４：n＝2,369。
3.既に解散したものと、連合会組織は除いている。

⼈⼝密度区分

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

13.2%

12.2%

14.1%

14.1%

63.5%

60.7%

59.1%

57.6%

20.4%

23.6%

23.4%

23.6% 4.7%

⼈⼝密度区分別に⾒た、商店街の組合員同⼠の連携・協⼒状況

良好である
どちらかと⾔えば良好である

どちらかと⾔えば良好でない
良好でない
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第 2-2-10 図は、商店街の運営や活動の内容を
どのような人たちで決めているかについて見たも
のである。これを見ると、参加しているメンバー、

中心メンバー共に、「商店街理事長・会長」、「商
店街副理事長・副会長」と回答している割合が高
いことが分かる。

第 2-2-10 図 商店街の運営や活動の内容をどのような人たちで決めているか

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

商店街理事⻑・会⻑
商店街副理事⻑・副会⻑

商店街に古くからいる組合員・会員
⻘年部
その他
⼥性部

地域住⺠

89.7%
79.5%

65.4%
14.9%

12.7%
10.4%

7.1%

①参加しているメンバー

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

商店街理事⻑・会⻑
商店街副理事⻑・副会⻑

商店街に古くからいる組合員・会員
その他
⻘年部
⼥性部

地域住⺠

87.3%
64.3%

23.6%
5.7%

4.2%
1.8%
1.0%

②中⼼メンバー

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.①の回答数（n）は、n＝3,642。
2.②の回答数（n）は、、n＝2,995。
3.複数回答のため、合計は必ずしも100％にはならない。
4.既に解散したものと、連合会組織は除いている。

商店街の運営や活動の内容をどのような⼈たちで決めているか
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第 2-2-11 図は、人口密度区分別に、商店街と
して意思決定をする際のリーダーシップの発揮状
況について見たものであり、全ての人口密度区分

において、「発揮されている」、「どちらかと言え
ば発揮されている」と回答する商店街が約8割を
占めている。

第 2-2-11 図 人口密度区分別に見た、商店街で意思決定をする際のリーダーシップの発揮状況

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n＝167、区分２：n＝459、区分３：n＝672、区分４：n＝2,400。
3.既に解散したものと、連合会組織は除いている。

⼈⼝密度区分

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

13.3%

12.1%

10.2%

57.5%

53.8%

56.0%

53.4%

25.7%

27.9%

27.5%

30.4%

7.2%

5.0%

4.5%

6.0%

9.6%

⼈⼝密度区分別に⾒た、商店街で意思決定をする際のリーダーシップの発揮状況

発揮されている
どちらかと⾔えば発揮されている

どちらかと⾔えば発揮されていない
発揮されていない

第 2-2-12 図は、人口密度区分別に、商店街に
おける次世代のリーダーの有無を見たものであ
る。これを見ると、どの人口密度区分の商店街に

おいても、「いる」と回答した商店街は半数程度
であることが分かる。

第 2-2-12 図 人口密度区分別に見た、商店街における次世代のリーダーの有無

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n＝166、区分２：n＝459、区分３：n＝672、区分４：n＝2,398。
3.既に解散したものと、連合会組織は除いている。

⼈⼝密度区分

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

47.6%

49.0%

47.8%

51.5%

52.4%

51.0%

52.2%

48.5%

⼈⼝密度区分別に⾒た、商店街における次世代のリーダーの有無

いる いない
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第 2-2-13 図は、以上で見てきた商店街の状況
（商店街の組合員同士の連携・協力状況、商店街
で意思決定をする際のリーダーシップの発揮状
況、商店街における次世代のリーダーの有無）別
に、商店街活性化に向けた事業計画・ビジョン等
の策定状況を見たものである。これを見ると、組

合員同士の連携・協力状況が良好な商店街、リー
ダーシップが発揮されている商店街、次世代の
リーダーが存在する商店街ほど、事業計画・ビ
ジョン等を策定している割合が高いことが分か
る。

第 2-2-13 図 商店街の状況別に見た、商店街活性化に向けた事業計画・ビジョン等の策定状況

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.①について、回答数（n）は以下のとおり。
良好である：n＝802、どちらかと⾔えば良好である：n＝1,969、どちらかと⾔えば良好でない：n＝458、良好でない：n＝143。
2.②について、回答数（n）は以下のとおり。
発揮されている：n＝996、どちらかと⾔えば発揮されている：n＝1,841、どちらかと⾔えば発揮されていない：n＝376、発揮されてい
ない：n＝185。
3.③について、回答数（n）は以下のとおり。
いる：n＝1,684、いない：n＝1,203。
4.既に解散したものと、連合会組織は除いている。

策定済み 策定中 検討中 予定なし

次世代のリーダーはいるか

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いる

いない

35.2%
61.7%

30.9%
20.5%

24.4%
13.0%

9.5%

③商店街における次世代のリーダーの有無と事業計画・ビジョン等の策定状況

組合員同⼠の連携・協⼒状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

良好である

どちらかと⾔えば良好である

どちらかと⾔えば良好でない

良好でない

40.9%
47.3%

60.0%
67.1%

23.8%
27.4%

24.7%
19.6%

25.8%
18.0%

11.1%
10.5%

9.5%
7.2%

①組合員同⼠の連携・協⼒状況と事業計画・ビジョン等の策定状況

リーダーシップが発揮されているか

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

発揮されている

どちらかと⾔えば発揮されている

どちらかと⾔えば発揮されていない

発揮されていない

36.3%
47.8%

62.2%
89.7%

25.2%
28.3%

25.3%

28.7%
17.1%

9.7%
6.8%

7.7%

②商店街で意思決定をする際のリーダーシップの発揮状況と事業計画・ビジョン等の策定状況

商店街の状況別に⾒た、商店街活性化に向けた事業計画・ビジョン等の策定状況
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第 2-2-14 図は、商店街活性化に向けた事業計
画・ビジョン等の策定状況と商店街のパフォーマ
ンス（景況、来街者数、今後の空き店舗数の見込

み）の関係を見たものである。これを見ると、事
業計画・ビジョン等の策定に積極的な商店街ほど、
そのパフォーマンスも良好であることが分かる。

第 2-2-14 図 商店街活性化に向けた事業計画・ビジョン等の策定と景況、来街者数、空き店舗数見込みの関係

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.①について、回答数（n）は以下のとおり。
策定済み：n＝632、策定中：n＝243、検討中：n＝871、予定なし：n＝1,643。
2.②について、回答数（n）は以下のとおり。
策定済み：n＝618、策定中：n＝233、検討中：n＝859、予定なし：n＝1,585。
3.③について、回答数（n）は以下のとおり。
策定済み：n＝484、策定中：n＝194、検討中：n＝693、予定なし：n＝1,239。
4.既に解散したものと、連合会組織は除いている。

ビジョン等の策定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

策定済み
策定中
検討中

予定なし

20.6%

51.1%

33.3%
37.5%

28.5%

34.2%
27.4%

16.9%

9.5%

①事業計画・ビジョン等の策定と景況

繁栄している
繁栄の兆しがある
まあまあである（横ばいである）

衰退の恐れがある
衰退している

ビジョン等の策定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

策定済み
策定中
検討中

予定なし

43.8%

69.0%

33.0%
32.2%

23.8%

23.2%

7.2%

②事業計画・ビジョン等の策定と来街者数

増えた 変わらない 減った

ビジョン等の策定

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

策定済み
策定中
検討中

予定なし

37.6%
52.1%

62.3%

41.2%
35.6%

27.8%

21.1%
12.3%
9.9%

③事業計画・ビジョン等の策定と今後の空き店舗数の⾒込み

減少する 変わらない 増加する

商店街活性化に向けた事業計画・ビジョン等の策定と景況、来街者数、空き店舗数⾒込みの関係

このように、商店街の活性化に向けては、商店
街が一体となって事業計画やビジョン等を策定す
ることが重要である。商店街全体で連携して事業
を推進していくためには、組合員同士の連携・協
力はもちろんのこと、強いリーダーシップや次世

代のリーダーの活躍が重要であることが示唆され
る。事例 2-2-2や事例 2-2-3は、まちづくり会社
や地元の有志を中心としたリーダーシップによ
り、成功している商店街の事例である。
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	 4	 2013年７月から2017年３月までの約４年間で日南市の中心市街地である油津商店街に新たに20店舗を誘致することを目標とした事業（テナントミックスサ
ポート事業）において、リーダーシップをとり、事業を推し進めることを目的として、任命されたまちの再生請負人。

宮崎県日南市の株式会社油津応援団（従業員14
名、資本金1,810万円）は、油津商店街の再生、活
性化を目的として2014年3月に設立されたまちづく
り会社である。当時、日南商工会議所の事務局長で
あった黒田泰裕氏と、日南市よりテナントミックス
サポートマネージャー4として選出された木藤亮太
氏、飲食店経営のプロでテナントミックスサポート
マネージャーの選考委員であった村岡浩司氏の3名
で設立した。
油津商店街は、広島東洋カープのキャンプ地に

なっている天福球場のすぐ近くにあり、日南市の人
口がピークであった1960年代には80店舗あったも
のの、人口減少とともに店舗数が減り続け、2014年
には28店舗まで減少。閑散とした商店街はますま
す人を遠ざけ、利用者の減少が収益の減少をもたら
し、さらに店舗が減るという負の循環に陥っていた。
このような状況の中、商店街再生に向けた多数の

取組を実施。商店主や住民らとの対話の機会づくり
やイベントの開催といったソフト面の活動に加え、
既存の施設・店舗のリノベーションといったハード
面の取組にも着手した。2014年3月に、かつて市民
の集いの場であった喫茶店をリノベーションした
「ABURATSU COFFEE」（カフェ）をオープン。
市民にとって懐かしい思い出の場と、油津にはな
かったカフェスタイルがあいまって、市民や観光客
が訪れる人気店となった。さらには、行政主体の多
世代交流施設と民間主体の屋台村の建設・運営を同
社が一体的に行う構想を掲げ、国の補助も受け、

2015年11～12月に、市民が使用できるスタジオや
教室を完備したフリースペース「油津Yotten」、屋
台村をコンセプトにした食の空間「あぶらつ食堂」、
コンテナを利用したおしゃれなテナント
「ABURATSU GARDEN」をオープンした。
これらの取組により、様々な市民が買い物や食事
を楽しむだけでなく、交流施設を利用したイベント
企画を持ち込むなど、昼夜を問わず多くの来街者で
にぎわうようになり、一転して自由な空気感が漂う
街へと変貌、ITベンチャーのサテライトオフィスの
誘致にも成功し100名規模の雇用を生み出すなど、
若者の雇用の場にもなった。その結果、2013年7月
から2017年3月までの約4年間で、こうした ITベン
チャーのサテライトオフィスも含めて目標の20店舗
を超える29店舗の誘致に成功した。商店街の組合
員も可能性を実感し、これまで以上に対話や議論が
活発になるなど主体的な動きに変化してきている。
油津応援団の強いリーダーシップのもと、市民や
関係者を巻き込み、時代に応じた新しいまちづくり
を推進してきたことで、今では多様な人々がアイデ
アを出し積極的にまちづくりに関わるという連鎖が
起こり始めている。黒田氏は、「人が集まる拠点で
ある『たまり場』をどうやって創るかが、商店街活
性化の勘どころ。そのためには点で考える（空き店
舗を埋める）のではなく、面で考える（まちづくり
を行う）ことが重要であり、地域住民を巻き込む
リーダーシップが必要である。」と語る。

商店街でのイベントの様子油津 Yotten

事例2-2-2：株式会社油津応援団

「強いリーダーシップで地域住民を巻き込み、商店街の活性化に取り組む企業」

事　例
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岩手県雫石町にある「よしゃれ通り」商店街は
45店舗（2020年3月時点）からなる商店街である。
同商店街は、商店街の有志、農家など約20人で構
成される「しずくいし軽トラ市実行委員会」（以下、
「実行委員会」という。）を結成し、事務局機能を持
つ商工会とも協力し全国初の取組となる「軽トラ
市」を企画し、同商店街及び地域の活性化に率先し
て取り組んでいる。
同商店街は、古くは国道に面し、町民の生活の礎

となる商店街であった。しかし、近くにバイパスが
できたことや、近郊に大手ショッピングモールが出
店したことなどがあいまって、同商店街は衰退の一
途をたどっていた。
これに危機感を覚えた雫石町は、現状を打破すべ

く、商店主、観光協会会員、農協組合員、商工会会
員等をメンバーとするワークショップを開催。ワー
クショップでは、同町は農業の町であり一家に一台
軽トラックがあることに着目し、「軽トラックの荷
台を店舗に見立てた農産品市を開催したらどうか」
という意見が出た。出店者側にとっては車で乗り付
けて撤収の負担も小さく、運営側にとってもスタッ
フの準備等に手間が掛からないということで、この
ようなユニークな市の開催に踏み切ることとなっ
た。
「軽トラ市」は商店街を歩行者天国にし、新鮮な
野菜や果物、海産物、工芸品など、自慢の品物をず

らりと軽トラックの荷台に並べて直接販売するもの
であり、2005年より開催している。開催日は、5～
11月の第一日曜日で、一度の「軽トラ市」の出店
台数は最大で60台、来場者は多いときで6,000人ほ
どである。当初は農家がほとんどの開催だったが、
海産物や古着を販売する店舗のほか、軽トラック自
体を売る中古車販売業者や、温泉回数券を販売する
旅館業者など、バラエティに富んだ出店者が集うよ
うになり、年々規模が拡大していった。また、「軽
トラ市」の開催をきっかけに、雫石町や同商店街の
知名度が向上し、平時の来街者数も増加するという
波及効果も現れてきている。
このような実行委員会のリーダーシップと「軽ト
ラ市」の取組が商店街の商店主の姿勢も変えてい
る。「軽トラ市」開催日には、通りがかりの人に声
を掛けたり、普段とは違う商品を店頭に並べること
で顧客の認知度を上げようとしたりする店舗が出て
きた。ある刃物店の店主は、店頭で刃物研ぎの実演
を行ったり、豊富な品揃えを販売ワゴンでアピール
したりもしている。
実行委員会委員長の相澤潤一氏は、「軽トラ市を
開催しなければ商店街は衰退し続けていたかもしれ
ない。他方、目的はあくまでも商店街の活性化なの
で、軽トラ市に固執せず今後も実行委員会の中で
様々なアイデアを生み出していきたい。」と語る。

実行委員会の朝礼の様子軽トラ市の様子

事例2-2-3：雫石よしゃれ通り商店街

「全国初の取組『軽トラ市』を通じ、活気を取り戻す商店街」

事　例

2020 White Paper on Small Enterprises in Japan

地域の生活を支える小規模事業者第2章

Ⅱ-30

02-2_小規模2020_2部-2.indd   30 2020/06/10   10:25:57



地域経済分析システム（RESAS）と 
データを活用したまちづくり

本コラムでは、政府が提供している地域経済分析システム（以下、「RESAS」という。）と、データを活用したまち
づくりについて紹介する。

1．RESAS の概要
RESASは、経済産業省と内閣官房（まち・ひと・しごと創生本部事務局）が提供しているシステムである。地域経
済に関わる様々なビッグデータを収集し、分かりやすく「見える化」することで、地域の現状の正確な把握や施策の
検討を情報面から支援している。2015年4月に提供を開始し、現在は8マップ81メニューの閲覧が可能となってい
る。（URL：https://resas.go.jp/）

コラム 2-2-1 ①図　 RESAS に搭載されているメニューの概要

④企業活動マップ

⑦雇用 医療・福祉マップ

②地域経済循環マップ①人口マップ

⑧地方財政マップ

③産業構造マップ

⑥まちづくりマップ⑤観光マップ

人口推計・推移、人口ピラミッド、転
入転出等が地域ごとに比較しながら
把握可能

自治体の生産・分配・支出における
お金の流入・流出が把握可能

地域の製造業、卸売・小売業、農
林水産業の構造が把握可能

地域の創業比率や黒字赤字企業
比率、特許情報等が把握可能

国・地域別外国人の滞在状況等の
インバウンド動向や、宿泊者の動向
等が把握可能

人の流動や事業所立地動向、不
動産取引状況など、まちづくり関係
の情報が把握可能

地域の雇用や医療・介護について、
需要面や供給面からの把握が可能

各自治体の財政状況が比較可能

に搭載されているメニューの概要

コラム
2-2-1
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2．まちづくりマップについて
RESASに搭載されているマップのうち「まちづくりマップ」では、①ある市区町村に滞在している人がどこの市区
町村から来ているかについて、平日・休日別、時間帯別、性別、年齢別に把握することができる「From-to分析（滞
在人口）」、②流動人口の500mメッシュ単位の集積を、月別、平日・休日別、時間帯別に把握することができる「流
動人口メッシュ」、③市区町村内の建物件数を建物種別、事業所種別、階数、面積別に確認できる「建物利用状況」
など、地方自治体等のまちづくり戦略の立案に資する各種メニューを搭載している。

コラム 2-2-1 ②図　 「From-to 分析（滞在人口）」の表示画面例
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3．データを活用したまちづくりについて
第2-2-14図で見たように、商店街・中心市街地の活性化に向けては事業計画・ビジョン等の策定が重要である。
そして、事業計画・ビジョン等を策定する上では、データに基づいた現状の把握が必要不可欠である。コラム2-2-1
③図は、商店街におけるニーズ調査、通行量調査の実施状況と来街者数の関係を見たものであるが、こうした調査を
実施している商店街ほど来街者数も増加傾向にあることが分かる。

コラム 2-2-1 ③図　商店街におけるニーズ調査、通行量調査の実施状況と来街者数の関係

資料：ランドブレイン(株)「商店街実態調査」
(注)1.①について、回答数（n）は以下のとおり。
定期的に実施：n=114、必要に応じて実施：n=582、実施していない：n=2,856。
2.①について、「その他」と回答した者（n=48）は除いている。
3.②について、回答数（n）は以下のとおり。
定期的に実施：n=623、必要に応じて実施：n=724、実施していない：n=2143。
4.②について、「その他」と回答した者（n=108）は除いている。
5.既に解散したものと、連合会組織は除いている。

ニーズ調査の実施状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に実施

必要に応じて実施

実施していない

31.6%

47.8%
62.9%

35.1%

29.4%
27.4%

33.3%

22.9%
9.8%

①ニーズ調査の実施状況と来街者数

通⾏量調査の実施状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

定期的に実施

必要に応じて実施

実施してはいない

48.6%

52.5%

64.8%

29.5%

29.3%

27.2%

21.8%

18.2%

8.0%

②通⾏量調査の実施状況と来街者数

直近３年間の来街者数の変化
増えた 変わらない 減った

商店街におけるニーズ調査、通⾏量調査の実施状況と来街者数の関係

商店街・中心市街地の活性化に関わる事業者、エリアマネージャー、地方自治体などのデータの活用を後押しする
ため、経済産業省では「中心市街地活性化に向けた評価ガイドブック」を作成している。本ガイドブックでは、
RESASなどを用いた分析手法に加え、アンケート調査や歩行量調査の実施方法についても紹介しており、是非御参照
いただきたい。
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	第2節	 地域における生活インフラと小規模事業者
本節では、住民アンケート調査の結果から、地

域住民が抱える消費活動上の課題を明らかにし、
住民にとって必要な生活インフラ機能の維持に向

けて、小規模事業者が果たすべき役割について考
察する。

1 	 地域住民が抱える消費活動上の課題

①地域住民の生活における不便さ
第 2-2-15 図は、住民に対して、生活を行う上

で不便を感じていることについて確認したもので
ある。ここから、住民の36.2％が「娯楽施設の利

用」に、31.6％が「医療・福祉施設の利用」に、
31.0％が「飲食店の利用」に、23.8％が「生活必
需品の購入」にそれぞれ不便さを感じていること
が分かる。

第 2-2-15 図 生活を行う上で不便と感じていること
⽣活を⾏う上で不便と感じていること
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第 2-2-16 図は、これを人口密度区分別に見た
ものであるが、人口密度が低い地域の住民ほど、

不便さを感じている割合が高い傾向にあることが
分かる。

第 2-2-16 図 人口密度区分別に見た、生活を行う上で不便と感じていること
⼈⼝密度区分別に⾒た、⽣活を⾏う上で不便と感じていること
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②各種店舗への移動時間
第 2-2-17 図は、人口密度区分別に、住民が最

も頻繁に利用する各種店舗（生活必需品を扱う店
舗、生活サービスを提供する店舗、医療・福祉施
設、飲食店、娯楽施設）への移動時間を見たもの
である。これを見ると、どの種類の店舗について

も、人口密度が低い地域ほど、「15分未満」と回
答している割合が総じて低くなる傾向が見て取
れ、日常利用している店舗への移動に時間がか
かっていることが分かる。このような長い移動時
間が、人口密度が低い地域の住民が生活に不便さ
を感じている一つの要因であると考えられる。

第 2-2-17 図 人口密度区分別に見た、各種店舗への移動時間

資料：みずほ情報総研（株）「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n=833、区分２：n=971、区分３：n=1,002、区分４：n=1,092。

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

15.7%27.6%

26.3%

25.5%

22.3%

56.7%

65.0%

69.1%

73.8%

①⽣活必需品を扱う店舗

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

23.1%25.3%

30.1%

29.9%

23.3%

51.6%

58.0%

62.0%

68.5%

②⽣活サービスを提供する店舗

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

27.2%

16.6%

24.4%

35.2%

39.1%

33.2%

48.4%

48.1%

48.8%

56.0%

③医療・福祉施設

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

25.7%

15.6%

13.1%

28.8%

36.6%

40.4%

35.3%

45.5%

47.8%

46.5%

52.9%

④飲⾷店

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

52.8%

34.2%

28.9%

23.0%

21.9%

34.1%

37.6%

38.7%

25.3%

31.7%

33.5%

38.3%

⑤娯楽施設

15分未満
15分〜30分未満
30分以上

⼈⼝密度区分別に⾒た、各種店舗への移動時間
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第 2-2-18 図は、各種店舗を利用する際に、ど
のような移動手段を用いているかを、人口密度区
分別に見たものであり、どの種類の店舗において

も、人口密度が低い地域ほど、「自家用車」を用
いている割合が総じて高いことが分かる。

第 2-2-18 図 人口密度区分別に見た、各種店舗への移動手段

資料：みずほ情報総研（株）「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n=833、区分２：n=971、区分３：n=1,002、区分４：n=1,092。

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

88.7%

85.7%

80.2%

51.4%22.8%20.8%

①⽣活必需品を扱う店舗

徒歩のみ
⾃転⾞・バイク
⾃家⽤⾞
電⾞
バス

タクシー
家族・友⼈等の送迎
その他

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

87.3%

85.1%

78.1%

44.4%23.1%24.0%

②⽣活サービスを提供する店舗

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

88.3%

86.7%

80.4%

48.4%22.3%18.7%

③医療・福祉施設

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

82.7%

84.0%

77.9%

48.8%17.1%20.4%

④飲⾷店

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

90.7%

88.5%

83.8%

54.2%17.9%

⑤娯楽施設

⼈⼝密度区分別に⾒た、各種店舗への移動⼿段
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第 2-2-19 図は、各種店舗を利用する際の移動
手段を、年齢別に見たものであるが、どの種類の
店舗においても、「29歳以下」と「65歳以上」に
おいて、「自家用車以外」と回答している割合が
高いことが分かる。
更なる高齢化の進行により、自家用車を使用し
ない住民が増加していく可能性もある中、地域住
民の買物やサービスの利用環境をどのように維

持・整備していくのかという点は、今後の課題と
なってくると考えられる。これに対しては、事例
2-2-4、事例 2-2-5のように、移動販売も含めて地
域における生活インフラを維持するための取組
や、事例 2-2-6のように、MaaS（Mobility as a 
Service）を活用した課題解決の取組が重要となっ
てくるといえよう。

第 2-2-19 図 年齢別に見た、各種店舗への移動手段

資料：みずほ情報総研（株）「普段の⽣活と地域とのつながりに関するアンケート」
(注)1.各年齢の回答数（n）は以下のとおり。
29歳以下：n=767、30〜39歳：n=784、40〜49歳：n=781、50〜59歳：n=615、60〜64歳：n=169、65歳以上：n=782。

年齢

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29歳以下
30〜39歳

40〜49歳
50〜59歳
60〜64歳

65歳以上

65.8%
76.8%
80.7%
79.0%
80.5%
73.8%

34.2%
23.2%
19.3%
21.0%
19.5%
26.2%

①⽣活必需品を扱う店舗

年齢

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29歳以下
30〜39歳

40〜49歳
50〜59歳
60〜64歳

65歳以上

64.8%
75.0%
77.7%
75.8%
78.8%

67.3%

35.2%
25.0%
22.3%
24.2%
21.3%

32.7%

②⽣活サービスを提供する店舗

年齢

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29歳以下

30〜39歳
40〜49歳

50〜59歳

60〜64歳
65歳以上

68.0%
75.9%
79.7%
77.7%
80.4%
71.4%

32.0%
24.1%
20.3%
22.3%
19.6%
28.6%

③医療・福祉施設

年齢

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29歳以下

30〜39歳
40〜49歳

50〜59歳

60〜64歳
65歳以上

67.2%
73.9%
77.0%
73.5%
76.3%
68.4%

32.8%
26.1%
23.0%
26.5%
23.7%
31.6%

④飲⾷店

年齢

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29歳以下
30〜39歳
40〜49歳
50〜59歳
60〜64歳
65歳以上

70.4%
78.2%

85.0%
79.0%

84.7%
75.2%

29.6%
21.8%

15.0%
21.0%

15.3%
24.8%

⑤娯楽施設

⾃家⽤⾞
⾃家⽤⾞以外

年齢別に⾒た、各種店舗への移動⼿段
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奈良県川上村の一般社団法人かわかみらいふ（従
業員26名）（以下、「同法人」という。）は、ガソリ
ンスタンドや移動スーパーなどの運営を通じて、村
民が安心して暮らせる生活インフラを維持すること
を目的とした組織である。
川上村では1955年の約8千人をピークに、2015年

には約1,300人にまで人口が落ち込んでいた。こう
した状況に危機感を感じた村役場の有志が集まり、
勉強会を開催して人口減少の詳細を分析した。そこ
で明らかとなったのは、若者だけではなく、高齢者
も村から流出しているということであった。村その
ものの存続すら危ぶまれる中、スーパーやコンビニ
がない村で人口減少に歯止めをかけるためには、ま
ずは生活インフラの維持が最優先であると考え、村
が中心となって2016年7月に同法人を設立した。
同法人では、主にガソリンスタンドや移動スー
パーの運営、コープ商品の宅配事業、ふれあい交流
カフェなどの運営を行っている。ガソリンスタンド
事業では、後継者不在で廃業の危機に直面した村唯
一のガソリンスタンドを譲り受けて運営しており、
灯油の配達サービスや村民割引等も行っている。移

動スーパーの運営及びコープ商品の宅配事業は、村
民とのコミュニケーションを重視するため、一人が
荷下ろし、もう一人が顧客への対応という二人体制
で実施している。ふれあい交流カフェでは、同法人
の職員が常駐し、カフェの営業やサークル活動を実
施するなど、日々村民が集まる場所となっている。
さらに、看護師や歯科衛生士の巡回診療サービスを
開始するなど、順次必要とされるサービスを拡充し
ている。
また、同法人の取組をきっかけに、村民の間でコ

ミュニケーションが生まれ、住民同士の助け合いや
地域の見守り活動の充実にもつながっているという。
同法人の今後について、事務局長の三宅氏は、

「村民の困りごとを解決できる手段があれば、現在
の事業にとどまらず積極的に採用したい。」と語る。
さらに、「かわかみらいふは、営利事業による収益
と、行政からの見守りや生活支援の委託事業により
運営しているが、その成果も数値化し、さらに地域
住民とともに持続可能な経営を目指したい。」とも
話す。

川上村の集落 運営するガソリンスタンド 冬の移動販売の様子

事例2-2-4：一般社団法人かわかみらいふ

「村の存続に向け、地域住民自ら生活インフラの維持に取り組む団体」

事　例
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島根県雲南市の株式会社パティフ・プラス（従業
員4名、資本金280万円）は、車での移動が困難な
住民に飲食料品を供給するマイクロスーパー（以
下、「かもマート」という。）を運営しているまちづ
くり企業である。
同市の加茂中地区は、出雲空港から車で30分圏

内であり、昭和の終わり頃までは中心市街地として
にぎわっていたが、商店街の飲食料品店が2007年
までにすべて閉店・移転するなど、近年は買物弱者
問題が顕在化していた。こうした状況に対する危機
感から、商工会員ら40名と地域住民で地域活性化
策を話し合う「加茂家の大家族会議」を開催。会議
は2015年（平成27年）4月からの約2年間で5回開
催され、地域住民の生活基盤を支えるための様々な
方策について議論がなされた。
同地区で洋服店を営んでおり、同会議に参加して

いた青木隆史氏は、雲南市商工会加茂支部長として
の使命感から自身で代表取締役となり少数の利用者
の需要を満たすため、全日本食品株式会社（全日食
チェーン）に委託して、生鮮品や飲料、酒類、生活
雑貨など約800点をそろえた。特に、域内で購入不
可能となっていた文房具や総菜なども、住民の声を

踏まえて販売している。さらに、当該地区は半径
2km程度のエリアであることから、店舗までの移動
が困難な住民向けに、週に3回の移動販売も行って
いる。移動販売を通じて個々の住民の声を丁寧に拾
い上げる取組は、地区内のパトロールも兼ねた社会
的価値の高い取組であるとも評価されている。
売り場に設けられた交流スペースでは、イートイ
ンスペースとしての利用のほか、塾帰りの学生が親
の迎えを待ったり、毎週水曜日にこのスペースを活
用したカフェをオープンするなど、地域住民が集う
場になっている。2階にも、最大80名収容可能なス
ペースを設け、地域住民が会議（自治会や各種役員
会）や講演会、忘年会等を開催する際に用いられて
いる。
このような取組の一方で、店舗を存続させるため
にも、十分な利益の獲得が最大の課題となってお
り、移動販売のエリア拡大や、加茂地区の特色を出
した商品の開発に向けた検討を進めている。「かも
マートの開業から2年半程度だが、徐々に人が集ま
る場が形成されつつある。生活基盤と交流の場とい
う経済的、社会的価値を今後も提供していきたい。」
と青木社長は語る。

移動販売の様子 売り場に設けられた交流スペース品揃えが豊富な店内

事例2-2-5：株式会社パティフ・プラス（かもマート）

「地域住民の食の生活基盤を下支えすると同時に、住民同士の交流の場を提供する企業」

事　例
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人口約4万人の三重県菰野町では、菰野町地域公
共交通会議、株式会社NTTドコモ（以下、ドコモ
という。）とともに、国土交通省「新モビリティ
サービス推進事業（先行モデル事業）」の取組の一
つとして、「おでかけこもの実証実験」を2020年1
月15日から2月29日まで実施した（サービス自体
は以降も継続）。
同町は人口約4万人の町であり、民間・公共施設
が集約されている南部と、集落が分散している北部
に分かれている。公共交通機関の利用が多い南部に
比べ、北部ではマイカー文化が定着しているが、高
齢化が進んでいく中で、公共交通機関の利便性向上
が課題となっていた。そこで同町では、2018年か
らのりあいタクシーの運行を開始。北部と南部のエ
リア間の移動をコミュニティバス、それぞれのエリ
ア内の移動をのりあいタクシーが受け持つ体制を構
築したが、①のりあいタクシーについて、経路の最
適化や配車が非常に困難で、業務負担が想定以上に
大きい、②病院やショッピングセンターといった目
的地に移動する際に必要となる、のりあいタクシー
からコミュニティバスへの乗り換えが非常に不便で
ある、といった問題も生じていた。
同町では、これらの課題を解決するMaaS

（Mobility as a Service）の実用化に向け、「おでか
けこもの実証実験」として、①AIを利活用するこ
とによるのりあいタクシーの配車最適化・業務効率
化、②乗り換えの利便性向上に資する経路検索シス
テムの構築の2点に取り組んだ。
前者については、ドコモの「AI運行バス」を利

用して、AIを用いた最適ルートの構築、のりあい
タクシーの予約受付と配車オペレーションのシステ
ム化を行った。これにより、のりあいタクシーの
「乗り合い率 5」は、システム導入前の約8％から約
13％に向上した。また、システムを利用することで、
最適な乗り合わせ等の配車がされるようになり、オ
ペレーターの業務負担の軽減につながっている。
後者については、鉄道、コミュニティバス、のり
あいタクシーの複合経路検索を1つのWEBサイト
で提供するシステムを開発。乗換ルートが容易に検
索できるようになった一方で、高齢者など経路を
「検索」する習慣がない住民も多いという課題や、
出発地と目的地のフォームにバスの停留所名やのり
あいタクシーの乗降場所名を入力しなければならな
いという課題も明らかとなった。
実証実験終了後も同サービスは継続していること
から、公共交通機関利用者の増大、特に乗換利用の
増大が期待される。今後は、町外からの観光客も訪
れやすくするため、公共交通の更なる充実を図って
いくという。菰野町総務課安全安心対策室の瀧見室
長は、「今回の実証実験を通じて明らかとなった課
題も踏まえて、各システムの更なる利便性向上を図
るとともに、菰野町商工会とも協力しながら、住民
の生活を支えている商店などにものりあいタクシー
の乗降場所を拡大できるよう検討を進める。さら
に、菰野町には開湯1,300年を迎えた『湯の山温泉』
があることから、住民のみならず観光客も使えるよ
うな仕組みの検討も進める。」と展望を語る。

WEB アプリ（経路検索システム）の画面 WEB アプリについての住民説明会の様子

事例2-2-6：三重県菰
こものちょう

野町

「郊外・過疎地域の移動手段の確保と利便性の向上を目指し、 
MaaSの実証実験に取り組む自治体」

事　例

	 5	 ここでいう乗り合い率とは、総運行回数に対する乗降場所または降車場所が異なる複数人が同時に乗車した運行回数の割合をいう。
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③各種店舗を利用している理由
第 2-2-20 図は、最も頻繁に利用している各種

店舗が最寄りの店舗であるかどうかの割合を、人
口密度区分別に見たものである。これを見ると、

どの種類の店舗についても人口密度が低い地域ほ
ど、最寄りでない店舗を利用している住民の割合
が総じて高くなっていることが分かる。

第 2-2-20 図 人口密度区分別に見た、頻繁に利用している各種店舗が最寄りかどうかの割合

資料：みずほ情報総研（株）「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n=833、区分２：n=971、区分３：n=1,002、区分４：n=1,092。
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①⽣活必需品を扱う店舗
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②⽣活サービスを提供する店舗
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③医療・福祉施設

⼈⼝密度区分

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分１

区分２

区分３

区分４

55.9%

52.6%

51.1%

45.0%

44.1%

47.4%

48.9%

55.0%
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最寄りの店舗・施設である
最寄りの店舗・施設ではない

⼈⼝密度区分別に⾒た、頻繁に利⽤している各種店舗が最寄りかどうかの割合
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第 2-2-21 図は、人口密度区分別の各種店舗を
利用している理由を、最寄りの店舗を利用してい
る住民と利用していない住民とに分けて見たもの
である。
最寄りの店舗を利用している住民について見る
と、どの種類の店舗においても、「自宅から近く
利便性が高いため」と回答している割合が高いこ
とが分かる。
他方で、最寄りの店舗を利用していない住民に
ついて見ると、「価格が安いため」、「商品の品揃
えやサービスが豊富なため」、「商品・サービスの
質が高いため」、「高い専門性があるため」などが
高い割合を占めており、各種店舗の経営方針やノ

ウハウによる部分に魅力を感じていることが推察
される。
また、最寄りの店舗を利用していない住民は、

最寄りの店舗があるにも関わらず、「他に選択肢
がないため」と回答している割合も高く、この傾
向は人口密度が低い地域ほど強い。ここからは、
必ずしも積極的ではない理由で、身近な住民の需
要が他店に流れてしまっている可能性が示唆され
る。
地域の小規模事業者にとっては、まずは、より

身近な住民の需要をしっかりと確保することが重
要と言えるのではないだろうか。
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第 2-2-21 図 人口密度区分別に見た、各種店舗を利用している理由
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⼈⼝密度区分別に⾒た、各種店舗を利⽤している理由
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人口密度区分別に見た、各種店舗の立地状況
本コラムでは、各種店舗（生活必需品を扱う店舗、生活サービスを提供する店舗、飲食店、娯楽施設）の立地状況
について、人口密度区分別に確認する。
コラム2-2-2①図は、生活必需品を扱う店舗について、コラム2-2-2②図は、生活サービスを提供する店舗、飲食
店、娯楽施設について、事業所密度6と人口10万人当たり事業所数7を、人口密度区分別に見たものである。
これを見ると、どの店舗・施設についても、人口密度が低い地域ほど、事業所密度も低くなっていることが分かる。
一方で、人口10万人当たり事業所数で見ると、店舗・施設によって傾向が異なる。具体的には、「百貨店，総合

スーパー」、「映画館」、「フィットネスクラブ」などでは、人口密度が低い地域ほど、人口10万人当たり事業所数も少
なくなる傾向が見られるが、生鮮3品を扱う店舗や「ガソリンスタンド」、「理容業」、「美容業」、「食堂，レストラン
（専門料理店を除く）」などにおいては、人口密度が低い地域ほど、人口10万人当たり事業所数が多くなっている。
ここからは、日常生活における利用頻度が高く、より住民の「身近」にあることが求められる店舗・施設ほど、人
口が少ない地域であっても、相対的に多く立地しているといった実態を読み取ることができる。他方で、人口当たり
の事業所数が多いということは、事業所当たりの人口が少ないということでもあり、人口減少が更に進んでいく中
で、地域住民の生活を支える小規模事業者においては、需要の確保が大きな課題となってくることも示唆される結果
といえよう。

コラム
2-2-2

	 6	 ここでいう事業所密度（事業所数/km2）とは、各人口密度区分における当該業種の事業所数の合計を、各人口密度区分における市区町村の面積の合計で割った
ものをいう。

	 7	 ここでいう人口10万人当たり事業所数とは、各人口密度区分における当該業種の事業所数の合計を、各人口密度区分における市区町村の総人口の合計（10万
人単位）で割ったものをいう。
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コラム 2-2-2 ①図　人口密度区分別に見た、各種店舗の立地状況（生活必需品を扱う店舗）

資料：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス-活動調査」再編加工
(注)1. ここでいう事業所密度（事業所/k㎡）とは、各人口密度区分における当該業種の事業所数の合計を、各人口密度区分における市
区町村の面積の合計で割ったものをいう。
2. ここでいう人口10万人当たり事業所数とは、各人口密度区分における当該業種の事業所数の合計を、各人口密度区分における市区町
村の総人口の合計（10万人単位）で割ったものをいう。
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0.0 0.5 1.0
人口10万人当たり事業所数

百貨店，総合スーパー 区分１
区分２
区分３
区分４

①百貨店，総合スーパー

0.0 0.2 0.4 0.6
事業所密度（事業所数/k㎡）

0 10 20 30 40
人口10万人当たり事業所数

区分１
区分２
区分３
区分４

②コンビニエンスストア

0.00 0.05 0.10 0.15 0.20
事業所密度（事業所数/k㎡）

0 5 10 15 20 25
人口10万人当たり事業所数

野菜・果実小売業 区分１
区分２
区分３
区分４

食肉小売業 区分１
区分２
区分３
区分４

鮮魚小売業 区分１
区分２
区分３
区分４

③生鮮３品（野菜・果実小売業、食肉小売業、鮮魚小売業）
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人口密度区分別に見た、各種店舗の立地状況（生活必需品を扱う店舗）
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コラム 2-2-2 ②図　�人口密度区分別に見た、各種店舗の立地状況（生活サービスを提供する店舗、飲食店、
娯楽施設）

資料：総務省・経済産業省「平成28年経済センサス-活動調査」再編加工
(注)1. ここでいう事業所密度（事業所/k㎡）とは、各人口密度区分における当該業種の事業所数の合計を、各人口密度区分における市
区町村の面積の合計で割ったものをいう。
2. ここでいう人口10万人当たり事業所数とは、各人口密度区分における当該業種の事業所数の合計を、各人口密度区分における市区町
村の総人口の合計（10万人単位）で割ったものをいう。
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人口密度区分別に見た、各種店舗の立地状況（生活サービスを提供する店舗、飲食店、娯楽施設）
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2 	 地域を支える小規模事業者

①住民と地域の接点たる小規模事業者
第 2-2-22 図は、人口密度区分別に、住民が最

も頻繁に利用する各種店舗が小規模事業者である
割合を見たものである。これを見ると、「医療・

福祉施設」を除く各種店舗において、人口密度が
低い地域ほど小規模事業者を利用している住民の
割合が高くなっていることが分かる。

第 2-2-22 図 人口密度区分別に見た、最も頻繁に利用している各種店舗が小規模事業者である割合

資料：みずほ情報総研（株）「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n=833、区分２：n=971、区分３：n=1,002、区分４：n=1,092。

⼈⼝密度区分
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⼈⼝密度区分
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②⽣活サービスを提供する店舗
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③医療・福祉施設

⼈⼝密度区分
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④飲⾷店

⼈⼝密度区分
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⑤娯楽施設

⼈⼝密度区分別に⾒た、最も頻繁に利⽤している各種店舗が⼩規模事業者である割合
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第 2-2-23 図の①は、住民が小規模事業者を利
用することで地域とのつながりを感じるかについ
て、人口密度区分別に見たものである。人口密度
が低い地域ほど、住民は小規模事業者を利用する
ことで地域とのつながりを感じていることが分か
る。
また、第 2-2-23 図の②は、これを年齢別に見
たものであるが、いずれの年齢においても約4～
5割の住民が、小規模事業者を利用することで地
域とのつながりを感じており、60歳以上の世代

だけではなく、29歳以下の若い世代においても
この割合が高くなっている。
このように、地域の生活を支える小規模事業者

は、住民と地域の接点としての役割も果たしてい
ることが示唆される。

事例 2-2-7や事例 2-2-8は、地域の小規模事業
者と学生がコラボレーションした事例である。こ
のように、若者と地域の接点を増やす取組は、地
域の活性化にも資するものであるといえる。

第 2-2-23 図 小規模事業者の店舗・施設を利用することで地域とのつながりを感じる度合い

資料：みずほ情報総研（株）「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)1.⼈⼝密度区分とは、⼈⼝密度の四分位で各市区町村を４つの区分（⼈⼝密度が⼩さいものから、区分１〜区分４）に分けたもの。
2.各⼈⼝密度区分の回答数（n）は以下のとおり。
区分１：n=856、区分２：n=995、区分３：n=1,020、区分４：n=1,129。
3.各年齢の回答数（n）は以下のとおり。
29歳以下：n=800、30〜39歳：n=800、40〜49歳：n=800、50〜59歳：n=634、60〜64歳：n=172、65歳以上：n=794。
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⼩規模事業者の店舗・施設を利⽤することで地域とのつながりを感じる度合い
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広島県広島市の安古市町商工会（会員数1,198事
業所、2020年3月時点）は、地元の小規模事業者と
学生のコラボレーション企画（以下、「コラボプロ
ジェクト」という。）を実施する商工会である。
同商工会の管轄区域である広島市安佐南区は、広

島市の中心地まで公共交通機関で30分足らずでア
クセス可能であり、5大学・2短大が立地する、学
生が多い地域である。近年は高齢化や大型店舗の進
出による消費行動の変化から、地域内の小規模事業
者の景況は厳しく、特に飲食店などを中心に、地域
住民の需要が同区域外（主に広島市中心部）に流れ
てしまうことに悩んでいた。さらに、経営者の高齢
化に伴う廃業件数の増加により、地域の独自性も失
われかけていた。
地域住民（特に若い世代など）を振り向かせるよ
うな商品の開発やイベントが必要だと考えた同商工
会は、地域内の小規模事業者と学生のコラボレー
ションによる新たな需要開拓に取り組むこととし
た。こうして始まったコラボプロジェクトは「地域
のものを地域の人が地域のために」をキーワード
に、地域内の小売店及び飲食店が、地元の安田女子
大学、広島県立安西高等学校など 8と連携して新し
い商品を生み出す企画であり、2017年から開始し
ている。学生の意見を反映して、広島県の食材を活
用した新たな商品（新メニュー）の開発、商品パッ
ケージの作成を行うほか、その商品の販路開拓手段
として、イベントでの出店・販売も支援した。実施

されたイベントの一つである「安佐南区民まつり」
には多くの地域住民が訪れ、地域のにぎわいにも貢
献している。また、2017年～2019年までの3年間の
コラボプロジェクト参加企業と商品をまとめた冊子
「COLLABON」を作成し、コラボプロジェクト自
体の認知度向上にも取り組んだ。
学生とのコラボで開発された商品が、若年層の新
たな需要を喚起しただけではなく、コラボプロジェ
クトのプレスリリース（学生のラジオ出演含む）
や、学生の家族や教育機関関係者、地域住民等への
広報により、個社・個店自体の認知度が向上し、既
存の商品も含めた売上げ増加につながっている。学
生から「コラボ先のお店と一緒に新商品・サービス
開発や販路開拓に取り組む中で、今まで知らなかっ
た地域のお店について興味・関心が高まり、地元へ
の就職も考えるようになった。」という声が聞かれ
るなど、コラボプロジェクトは学生と地域の接点と
しても重要な取組となっている。
同商工会の経営指導員である紙川祐次氏は、「コ
ラボプロジェクトによって、地域内の事業者と学生
の接点が増えつつあると実感している。コラボプロ
ジェクト自体の認知度も高まり、地元からの期待を
感じている。今後は、商品・サービスの開発に加
え、これまで以上に販路開拓に取り組みたい。2020
年度は、地域内での試食会など、学生以外の地域住
民に積極的に働きかけるようなイベントも企画して
いる。」と語る。

新たな商品の例 イベントでの出店の様子

事例2-2-7：安古市町商工会

「地元の学生とコラボした地域活性化プロジェクトを企画する商工会」

事　例

	 8	 2017、2018年は広島修道大学も参画している。
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静岡県静岡市の株式会社新海畳店（従業員数8名、
資本金1,000万円）は、若者へ畳の魅力を積極的に
PRする畳製造業者である。1935年の創業以来代々
続く畳屋で、会長、社長、次期社長の親子三代が現
役で一緒に仕事をしている。古くからの付き合いが
ある顧客も多く、地域密着型の事業を展開してい
る。
和室に欠かせない畳は、定型のようで実際は微妙

に形が異なっている。確かな手縫いの技術がある同
社は、部屋の形状に合わせた微調整にも柔軟に対応
可能であり、丁寧なサービスで地域住民の要望に応
えてきた。しかし、人口減少や核家族化、和室の減
少というライフスタイルの変化により、業界全体と
して衰退傾向が続いていた。現状を放置すれば、畳
に触れる機会の少ない若い世代はその良さを知るこ
ともできず、業界はさらに衰退してしまうことにな
る。こうした将来への危機感から、若年層へのPR
を真剣に考えるようになった。
こうした中、静岡市と静岡県立大学経営情報学

部・岩崎ゼミとの連携による「大学生によるお店コ
ンサルティング事業（以下、「大コン事業」とい
う。）」の存在を知る。若者と関わる絶好の機会だと
感じて応募し、2018年度の事業として採択された。
大コン事業は、静岡県立大学でマーケティングを

学んでいる学生が、個店に対してアドバイスやコン
サルティングを行う事業である。同社は、「若者に
対する効果的な情報発信の方法の確立」に向けたコ
ンサルティングを依頼した。畳へのなじみが薄い若

者の視点を取り入れる上で、学生からのアドバイス
には手応えを感じた。特に、チラシに掲載するコン
テンツの取捨選択において、学生との議論がとても
参考になったという。同社では、伝統的な畳から現
代的な畳まで様々な商品を扱っていたが、学生から
のアドバイスを踏まえ、洋室にも合う「フローリン
グ置き畳」にポイントを絞り込んだチラシを作成し
た。同商品は、新技術である熱圧着工法を用いるこ
とで厚さ9mmまで畳を薄く仕上げることに成功し
たものであり、静岡県内で2社しか取扱いが無い商
品でもあった。
また、チラシ作成のほかにも、「畳の良さ」を五
感で体感できるショールームの工夫や、店舗の外装
やレイアウトの見直しなど、学生と一緒になって、
様々なPR施策を企画・実施した。こうした取組の
結果、問合せが増加し、店舗の認知度向上につな
がった。
学生の指導に当たった静岡県立大学の岩崎邦彦教
授は「学生側も、マーケティングの実戦経験を積む
だけではなく、自分が関わったお店への愛着が湧
き、地域とのつながりが深まっている。」と語る。
また、同社の総務担当として広報・PRにも取り組
む新海祥代氏は、「畳文化を継承していくためには、
技術の継承のみならず、現代のライフスタイルに合
わせた畳の進化や次世代へのPRが欠かせないと考
えている。今後も、新しい商品やサービスに取り組
みつつ、確かな技術と丁寧なサービスで地域の住環
境や畳の伝統を支えていきたい。」と語る。

会長、社長、次期社長の親子三代 フローリング置き畳 学生との議論の様子

事例2-2-8：株式会社新海畳店

「地元大学生とのコラボレーションによって若者向けの畳をPRする企業」

事　例
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②地域とのつながりと心の豊かさ
第 2-2-24 図は、今後の生活において、心の豊

かさと物の豊かさ、それぞれを重視する者の割合

の推移を見たものである。これを見ると、長期的
に、「心の豊かさを重視する」と回答している者
の割合が増加してきていることが分かる。

第 2-2-24 図 心の豊かさと物の豊かさ、それぞれを重視する者の割合の推移

資料：内閣府「国⺠⽣活に関する世論調査」
(注)ここでは、「物質的にはある程度豊かになったので、これからは⼼の豊かさやゆとりのある⽣活をすることに重きをおきたい」と
回答した者を「⼼の豊かさを重視する」、「まだまだ物質的な⾯で⽣活を豊かにすることに重きをおきたい」と回答した者を「物の豊
かさを重視する」としている。
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第 2-2-25 図は、住民の選好 9別に、頻繁に利用
している各種店舗が小規模事業者である割合を見
たものである。これを見ると、「心の豊かさを重
視する」又は「どちらかというと心の豊かさ（を

重視する）」と回答している住民は、有効回答数
の大半を占めており、こうした住民が小規模事業
者を利用している割合が高いことが分かる。

第 2-2-25 図 住民の選好別に見た、小規模事業者を利用している割合

資料：みずほ情報総研（株）「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)1. 縦軸は「⼩規模事業者を利⽤している割合」、横軸は「有効回答者数」を⽰している。
2.「⼩規模事業者を利⽤している割合」には、最も頻繁に利⽤している各種店舗について「⼩規模事業者の店舗である」と回答した者
の割合を⽤いている。
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	 9	 住民アンケート調査において、「心の豊かさ」と「物の豊かさ」のどちらをどの程度重視するか聞いたもの。
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第 2-2-26 図は、住民の選好別に、小規模事業
者の店舗・施設を利用することで、地域とのつな
がりを感じるか聞いたものである。これを見ると

「心の豊かさを重視する」住民ほど、小規模事業
者を利用することで地域とのつながりを感じてい
ることが分かる。

第 2-2-26 図 住民の選好別に見た、小規模事業者の店舗・施設を利用することで
地域とのつながりを感じる度合い

資料：みずほ情報総研（株）「普段の⽣活と地域とのかかわりに関するアンケート」
(注)1.Aは⼼の豊かさ、Bは物の豊かさを表している。
2.各回答数（n）は以下のとおり。
Aを重視する：n=856、どちらかというとA：n=2,229、どちらかというとB：n=804、Bを重視する：n=111。
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このように、「心の豊かさを重視する」住民は、
地域との接点たる小規模事業者を日常的に利用し、
それにより地域とのつながりを感じており、「心
の豊かさを重視する」人々が近年増加している中

において、こうした地域における小規模事業者の
果たす役割は評価し得るのではないだろうか。

事例 2-2-9は、古民家カフェを開業し、地域コ
ミュニティの活性化に取り組む企業の事例である。
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大阪府藤井寺市の有限会社オー・ティ・シー（従
業者数2名、資本金500万円）は茶葉、お茶菓子、
ソフトクリーム等の商品販売やお茶の普及活動に携
わる企業である。昭和初期に藤井寺駅前北商店街に
茶葉を扱う『岡田園』をオープン。1997年に先代
の岡田一樹氏が事業承継し、20年以上にわたって
代表を務めてきたが、2019年5月、同氏が藤井寺市
長に就任したのを機に、現在は妻の岡田恵子氏が代
表を引き継いでいる。
先代の岡田一樹氏は、商店街の来街者の高齢化や

若者の商店街離れが進み、商店街の活気がなくなっ
ていく現状に強い危機感を感じていた。このような
中、藤井寺市商工会主催の町ゼミ（各店舗が交代で
各々の事業について講座を開く企画）で、日本茶の
淹れ方講座を開催したところ非常に好評であり、商
店街の仲間からカフェをやってみたらと勧められ
た。そこで、岡田園が取り扱っているお茶と、所有
していた古民家をいかした新たな事業として、古民
家カフェ「orenchi」を開くことにした。
カフェの運営は初めてであったが、席の配置、

オーダーの取り方、メニュー、価格設定など、地元
のカフェ経験者からも多くのアドバイスを受け、
2017年6月に営業を開始した。厨房を増設する以外
に改装はせず、古民家の雰囲気をそのままに畳での
んびりしてもらうスタイルのカフェとした。地元商
店街の飲食店とコラボレーションしたメニューを数

多く開発し、和菓子店とコラボした桜餅、ドーナツ
店とコラボした抹茶ドーナツ、パン店とコラボした
スコーンなど、様々な商品を提供している。また、
地域住民の協力も得つつ、ハンドマッサージ、アク
セサリー作り、占い、しめ縄作りなど、様々なイベ
ントを同店舗で開催。特に、若い世代にも関心を
持ってもらえるよう、SNSなどを活用した宣伝活動
にも取り組んだ。
古民家カフェの開業により、60～80代が中心で

あった既存顧客に加え、30代中心の新規顧客を獲
得することができ、開業時と比べて売上げは1.5倍
ほどになった。さらに、カフェが企業セミナーの場
として利用されたり、地域のプロジェクトの会議や
地元学校のPTAの交流の場として利用されたりす
るなど、地域コミュニティの活性化にも一役買って
いる。藤井寺市商工会主催の飲食店のイベント「デ
ラバル」に出店した際にも非常に好評で、最近は藤
井寺市だけでなく他府県からの顧客も増えてきてい
る。
代表の岡田恵子氏は「お客さまに喜んでいただけ
るような新たなメニューの開発や『急須で淹れるお
茶』の良さを体験してもらうことを通じて、お茶の
文化の普及に努めていきたい。さらに、老若男女問
わずたくさんの方に気軽に来ていただける地域のコ
ミュニケーションの場を提供することで地域活性化
にもつなげていきたい。」と語る。

代表の岡田恵子氏 日本茶の淹れ方講座

事例2-2-9：有限会社オー・ティ・シー

「古民家カフェを開業し、販路開拓・地域コミュニティづくりに取り組む企業」

事　例
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	第3節	 まとめ
本章では、商店街の現状と課題や、地域住民に

とって必要な生活インフラ機能の維持に向けて小
規模事業者が果たすべき役割について考察した。
第1節では、商店街の来街者数が減少する中で、

店舗数も減少しており、空き店舗問題が顕在化し
てきていることを確認した。こうした中で、商店
街を活性化していくためには、商店街組織内の連
携・協力に加え、強いリーダーシップや次世代の
リーダーの活躍が期待されることなどを示した。
第2節では、人口密度が低い地域の住民ほど、

長い移動時間などにより、生活に必要な各種店舗
の利用に不便さを感じていることが示された。こ

うした地域では、最寄りの店舗があるにもかかわ
らず、他の店舗を利用している住民が存在するこ
とを示し、地域の小規模事業者にとって、こうし
た身近な住民の需要の確保が、まずは重要と考え
られることを指摘した。
また、多くの住民が地域の小規模事業者の店舗

を利用することによって、地域とのつながりを感
じていることも分かった。地域の生活を支える小
規模事業者は、住民と地域の接点としての役割を
担っており、こうした小規模事業者の持続的発展
は、地域の経済社会の持続的発展にとっても、非
常に重要であるといえよう。
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